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※
赤
字
が
今
般
の
主
な
見
直
し
内
容

目
安
制
度
の
在
り
方
に
関
す
る
全
員
協
議
会
報
告
（
令
和
５
年
４
月
６
日
中
央
最
低
賃
金
審
議
会
了
承
）
の
ポ
イ
ン
ト

2

３
．
中
央
最
低
賃
金
審
議
会
に
お
け
る
目
安
審
議
に
用
い
る
参
考
資
料

技
術
的
な
見
直
し
を
行
っ
た
。

１
．
中
央
最
低
賃
金
審
議
会
に
お
け
る
目
安
審
議
の
在
り
方

(１
)あ

る
べ
き
水
準

最
低
賃
金
の
あ
る
べ
き
水
準
を
定
め
る
こ
と
及
び
定
め
る
場
合
の
水
準
に
つ
い
て
は
意
見
の
一
致
に
至
ら
な
か
っ
た
が
、
引
き
続
き
労

使
で
議
論
す
る
こ
と
が
適
当
で
あ
る
と
の
結
論
に
至
っ
た
。

(２
)政

府
方
針
へ
の

配
意
の
在
り
方

目
安
審
議
に
お
い
て
は
、
時
々
の
事
情
と
し
て
政
府
方
針
も
勘
案
さ
れ
て
い
る
が
、
最
賃
法
に
基
づ
く
３
要
素
（
労
働
者
の
生
計
費
、

賃
金
、
通
常
の
事
業
の
賃
金
支
払
能
力
）
の
デ
ー
タ
に
基
づ
き
労
使
で
丁
寧
に
議
論
を
積
み
重
ね
て
目
安
を
導
く
こ
と
が
非
常
に
重
要
。

(３
)議

事
の
公
開

議
論
の
透
明
性
の
確
保
と
率
直
な
意
見
交
換
を
阻
害
し
な
い
と
い
う
２
つ
の
観
点
を
踏
ま
え
、
公
労
使
三
者
が
集
ま
っ
て
議
論
を
行
う

部
分
に
つ
い
て
は
、
公
開
す
る
こ
と
が
適
当
と
の
結
論
に
至
っ
た
。

２
．
地
方
最
低
賃
金
審
議
会
に
お
け
る
審
議
に
関
す
る
事
項

(１
)目

安
の
位
置
付

け
目
安
は
、
地
賃
の
審
議
に
お
い
て
全
国
的
な
バ
ラ
ン
ス
を
配
慮
す
る
と
い
う
観
点
か
ら
参
考
に
す
る
も
の
で
あ
っ
て
、
地
賃
の
審
議
を

拘
束
す
る
も
の
で
は
な
い
こ
と
を
改
め
て
確
認
し
た
。

(２
)ラ

ン
ク
制
度
の

在
り
方
（
ラ
ン
ク
区

分
の
見
直
し
を
含

む
）

○
ラ
ン
ク
制
度
を
維
持
す
る
こ
と
は
妥
当
で
あ
る
こ
と
を
改
め
て
確
認
し
た
。

○
4
7
都
道
府
県
の
総
合
指
数

（
※
）
の
差
が
縮
小
傾
向
で
あ
る
こ
と
や
、
ラ
ン
ク
区
分
の
数
が
多
け
れ
ば
そ
の
分
ラ
ン
ク
ご
と
に
目
安
額

の
差
が
生
じ
、
地
域
別
最
低
賃
金
額
の
差
が
開
く
可
能
性
が
高
く
な
る
こ
と
等
を
踏
ま
え
、
ラ
ン
ク
数
は
４
か
ら
３
に
見
直
す
。

○
ラ
ン
ク
の
振
り
分
け
に
つ
い
て
は
、
特
に
地
域
間
格
差
の
拡
大
抑
制
・
ラ
ン
ク
間
の
適
用
労
働
者
数
の
偏
り
の
是
正
が
図
ら
れ
る
よ
う
、

・
３
ラ
ン
ク
に
変
化
す
る
こ
と
に
よ
る
影
響
を
で
き
る
だ
け
軽
減
す
る
必
要
性
、
Ａ
ラ
ン
ク
の
地
域
数
が
増
え
て
き
た
と
い
う
こ
れ
ま

で
の
経
緯
及
び
直
近
の
地
域
別
最
低
賃
金
額
の
状
況
も
踏
ま
え
、
現
行
の
ラ
ン
ク
と
の
継
続
性
を
重
視
し
、
Ａ
ラ
ン
ク
の
地
域
は
現
行

の
Ａ
ラ
ン
ク
と
同
じ
と
し
、

・
ラ
ン
ク
間
の
適
用
労
働
者
数
の
偏
り
を
で
き
る
だ
け
是
正
す
る
た
め
、
Ａ
ラ
ン
ク
の
適
用
労
働
者
数
と
Ｂ
ラ
ン
ク
の
適
用
労
働
者
数

は
同
程
度
と
す
る

等
の
考
え
方
を
総
合
的
に
勘
案
し
、
決
定
。

(３
)発

効
日

発
効
日
と
は
審
議
の
結
果
で
決
ま
る
も
の
で
あ
る
こ
と
や
、
最
賃
法
に
お
い
て
も
公
労
使
で
議
論
し
て
決
定
で
き
る
と
さ
れ
て
い
る
こ
と

に
つ
い
て
、
地
方
最
低
賃
金
審
議
会
に
周
知
す
る
こ
と
が
適
当
。

４
．
今
後
の
見
直
し
に
つ
い
て

概
ね
５
年
ご
と
に
見
直
し
を
行
い
、
令
和
1
0
年
度
（
2
0
2
8
年
度
）
を
目
途
に
、
当
該
見
直
し
の
結
果
に
基
づ
い
て
目
安
審
議
を
行
う
こ
と
が
適
当
。

※
賃
金
動
向
を
は
じ
め
と
す
る
1
9
指
標
を
総
合
化
し
た
指
数
。
各
都
道
府
県
の
経
済
実
態
と
み
な
し
、
従
来
か
ら
各
ラ
ン
ク
へ
の
振
り
分
け
に
用
い
て
い
る
。

2

shinoharat
フリーテキスト
　資料№２



 

 

青森県における生活保護と最低賃金の比較について 

 

令和７年７月 

青森労働局 

 

○令和５年度 

１ 生活保護                     

    生活扶助基準  78402.9 円 

    住宅扶助実績値 20025.2 円 

    合計       98,428 円 

 

２ 最低賃金 

                  125,950 円 

 

３ 生活保護と最低賃金の比較 

（１）月額 

               △27,522 円 

（２）時間額換算 

              △196 円 

 

 

○令和６年度 

  青森県最低賃金改正後の比較 

△251 円 

 

 

 

 

資料№３ 
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令和７年７月 

       青森労働局 

 

生活保護と最低賃金の比較の計算方法について 

（生活保護及び最低賃金は令和５年度のデータを使用） 

 

Ⅰ 前提 

○若年単身 → 生活保護基準では 18～19 歳・単身世帯 

○青森県の場合 

・ 冬季加算地区  → Ⅰ区 
・ 県内級地別人口 → １級地－１：    0 人 １級地－２： 0000000 人 

２級地－１： 275,192 人 ２級地－２： 0000000 人 

３級地－１： 628,875 人 ３級地－２： 333,917 人 

計 1,237,984 人 

 

※令和２年国勢調査（人口等基本集計）による市町村別の人口。 

〇説明の都合により、数値の端数処理が行われている箇所があるが、実際に計算する際は、

特に断りのない限り端数処理は行わないこと。 

 

Ⅱ 生活保護 

（１）生活扶助基準（令和５年度） 

① 第１類費＋第２類費（冬季加算を除く） 

 第１類費及び第２類費の合計の人口加重平均を求めると 

（ 72,430 円×275,192 人＋ 70,080 円×628,875 人＋ 67,740 円×333,917 人） 

÷1,237,984 人＝ 69971.2 円 

 

② 第２類費のうち冬季加算（１か月平均） 

青森県においては、冬季加算の支給対象が 10 月から翌年４月までである。令和５年度

の計算においては、令和５年４月及び同年 10 月から令和６年３月までに支給される冬

季加算額で計算している。 

12,780 円×７月÷12＝ 7,455.0 円 

 

③ 期末一時扶助費（１か月平均） 

級地別の期末一時扶助費（１か月平均） 

２級地－１： 12,880 円×１÷12＝ 1,073 円 

３級地－１： 11,610 円×１÷12＝    968 円 

３級地－２： 10,970 円×１÷12＝    914 円 

   （ 1,073 円×275,192 人＋ 968 円×628,875 人＋914 円×333,917 人） 

÷1,237,984 人＝ 976.7 円 
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生活扶助基準（１類費＋２類費（冬季加算込み）＋期末一時扶助費） 

＝①＋②＋③ 

＝ 69971.2 ＋ 7,455 ＋ 976.7  ＝ 78402.9 円 

 （２）住宅扶助実績値（令和５年度） 

 

   単身被保護世帯数→ 青森市： 5,509 世帯 

             八戸市：  2,761 世帯 

青森県（青森市・八戸市を除く）：11,111 世帯 

 計   19,466 世帯 

   住宅扶助実績値 → 青森市： 25037.2 円 

             八戸市： 20853.6 円 

             青森県（青森市・八戸市を除く）：17334.4 円 

 

※１ 2023 年度被保護者調査年次調査（個別調査）第 3-10 表により示される青森市、八戸市、 

青森県の単身被保護世帯数及び同世帯１世帯当たり住宅扶助の値。 

   ※２ 上記の単身被保護世帯数には、住宅扶助を支給されていない世帯も含まれている。 

 

（25037.2 円×5,509 世帯＋20853.6 円×2,761 世帯＋17334.4 円×11,111 世帯） 

÷19381 世帯＝20025.2 円  

 

（３）生活扶助基準＋住宅扶助実績値 

以上（１）、（２）より、 

生活扶助基準＋住宅扶助実績値＝ 78402.9 ＋20025.2＝ 98428.1 円  

   

Ⅲ 最低賃金との比較 

  時給 898 円（令和５年度青森県最低賃金額）で月 173.8 時間（週 40 時間）働いた場合の１か 

月の収入（手取額）は、 

  898 円×173.8 時間×0.807＝ 125,950 円（1 円未満四捨五入） 

※0.807 は、時間額 898 円で月 173.8 時間働いた場合の税・社会保険料を考慮した可処分所得の総

所得に対する比率。 

   

  したがって、生活保護と最低賃金の差額は、 

生活保護－最低賃金（手取額）＝ 98,428 － 125,950 ＝△ 27,522 円 

 であり、この差額を 173.8 時間で割って１時間あたりとし、0.807 で割って手取額から額面

に換算すると、 

△ 27,522÷173.8÷0.807＝△196 円（小数点以下四捨五入） 
 となるため、最低賃金が生活保護の水準を上回っている。 

 

 

 なお、令和６年度の青森県最低賃金の引上げ額は 55 円であったため、生活保護水準との

最新の乖離額は△251 円（青森県最低賃金が上回っている）となる。 
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2023年度
データに基
づく乖離額

2024年度
地域別最低
賃金引上げ額

最新の
乖離額

昨年度の
目安小委で
示した乖離額

（Ａ） （Ｂ）
（Ｃ）

（＝Ａ－Ｂ）
（Ｄ）

（Ｅ)
（＝Ｃ－Ｄ）

最低賃金の
引上げ

による影響額
（e①）

可処分所得
比率の変動
（0.807→0.807）
による影響額
（ｅ②）

生活扶助基準の
見直し、国勢調
査の更新による
影響額
（e③）

住宅扶助実績値
の増減による
影響額
（e④）

北 海 道 △200 50 △250 △168 △82 △50 0 △6 2

青 森 △196 55 △251 △162 △89 △55 0 △9 2

岩 手 △207 59 △266 △180 △86 △59 0 △9 2

宮 城 △196 50 △246 △165 △81 △50 0 △6 3

秋 田 △210 54 △264 △175 △88 △54 0 △9 1

山 形 △203 55 △258 △170 △88 △55 0 △9 4

福 島 △219 55 △274 △189 △85 △55 0 △10 2

茨 城 △276 52 △328 △243 △85 △52 0 △7 2

栃 木 △249 50 △299 △218 △81 △50 0 △9 2

群 馬 △239 50 △289 △211 △78 △50 0 △9 3

埼 玉 △226 50 △276 △192 △84 △50 0 △6 1

千 葉 △245 50 △295 △209 △86 △50 0 △6 0

東 京 △236 50 △286 △195 △90 △50 0 0 1

神 奈 川 △265 50 △315 △226 △89 △50 0 △1 1

新 潟 △224 54 △278 △191 △87 △54 0 △8 0

富 山 △268 50 △318 △243 △75 △50 0 △9 6

石 川 △232 51 △283 △200 △83 △51 0 △8 2

福 井 △250 53 △303 △219 △84 △53 0 △10 2

山 梨 △274 50 △324 △246 △78 △50 0 △9 3

長 野 △263 50 △313 △231 △82 △50 0 △8 0

岐 阜 △254 51 △305 △221 △83 △51 0 △7 1

静 岡 △251 50 △301 △219 △82 △50 0 △8 0

愛 知 △283 50 △333 △249 △84 △50 0 △5 2

三 重 △288 50 △338 △259 △79 △50 0 △8 3

滋 賀 △257 50 △307 △225 △82 △50 0 △9 △1

京 都 △226 50 △276 △191 △86 △50 0 △3 1

大 阪 △266 50 △316 △227 △89 △50 0 △1 1

兵 庫 △228 51 △279 △191 △88 △51 0 △2 2

奈 良 △232 50 △282 △201 △81 △50 0 △9 1

和 歌 山 △246 51 △297 △216 △81 △51 0 △9 1

鳥 取 △221 57 △278 △189 △89 △57 0 △9 5

島 根 △243 58 △301 △209 △92 △58 0 △9 3

岡 山 △214 50 △264 △182 △82 △50 0 △6 3

広 島 △230 50 △280 △193 △86 △50 0 △4 △1

山 口 △271 51 △322 △238 △84 △51 0 △5 2

徳 島 △257 84 △341 △226 △115 △84 0 △7 2

香 川 △229 52 △281 △204 △77 △52 0 △8 7

愛 媛 △204 59 △263 △168 △95 △59 0 △8 0

高 知 △234 55 △289 △196 △92 △55 0 △6 0

福 岡 △233 51 △284 △196 △88 △51 0 △3 1

佐 賀 △245 56 △301 △206 △95 △56 0 △7 0

長 崎 △226 55 △281 △188 △92 △55 0 △6 1

熊 本 △231 54 △285 △194 △91 △54 0 △6 2

大 分 △238 55 △293 △201 △92 △55 0 △7 2

宮 崎 △236 55 △291 △201 △90 △55 0 △8 1

鹿 児 島 △238 56 △294 △204 △90 △56 0 △9 1

沖 縄 △212 56 △268 △177 △91 △56 0 △9 0

都道府県ごとの最低賃金と生活保護水準との乖離額変動の要因分析

乖離の変動額

※１　最低賃金と生活保護水準の乖離額は、「平成20年度地域別最低賃金額改定の目安について（答申）」の別紙１「平成20年度地域別最低賃金額改定
　　の目安に関する公益委員見解」において用いられた考え方により算出。
※２　最低賃金と生活保護水準との乖離額を算出するには、月額を時間額に換算する際などに端数処理を行うため、必ずしもE＝ｅ①＋ｅ②＋ｅ③＋e④
　　とならない。
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春季賃上げ妥結状況（令和 7年） 

 

青森県の状況 

名称等 調査対象 

 
令和７（2025）年  

令和６（2024）年 

集計月日 企業・組合数 金額（円） 賃上げ率（％） 集計月日 企業・組合数 金額（円） 賃上げ率（％） 

連合青森 
174 

組合 

2025.6.20 
時点 

組合 

109 

（加重平均） 

12,478 

（加重平均） 

4.49 
2024.8.30 

最終 

組合 

121 

（加重平均） 

10,324 

（加重平均） 

4.04 

青森県経営者協会 

 

2025.7.18 

時点 

社 

72 

（単純平均） 

8,899 

（単純平均） 

3.43 

2024.8.9  

最終 

社 

88 

（単純平均） 

8,990 

（単純平均） 

3.54 

うち県内本社企業 

社 

69 

（単純平均） 

8,701 

（単純平均） 

3.40 

社 

81 

（単純平均） 

8,976 

（単純平均） 

3.57 

（注） １ 連合青森は、春季生活闘争集約 

２ 青森県経営者協会は、春季賃金交渉状況 

 

 

 

  

資
料
№
５
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全国都道府県庁所在都市および人事院の世帯人員数別標準生計費 ―2024年4月―

－円－

区分 1人 2人 3人 4人 5人

全国 119,110 150,640 184,740 218,890 253,020

札幌市 129,670 161,420 194,200 227,000 259,810

青森市 103,730 131,180 157,760 184,360 210,940

盛岡市 99,250 125,120 150,770 176,430 202,110

仙台市 112,967 145,263 177,571 209,902 242,239

秋田市 108,666 134,977 160,452 185,945 211,443

山形市 113,050 143,280 176,440 209,610 242,790

福島市 112,670 140,970 173,080 205,190 237,320

水戸市 108,014 136,622 166,571 196,542 226,516

宇都宮市 103,895 133,769 165,870 197,992 230,123

前橋市 126,930 162,940 212,430 261,980 311,390

さいたま市 153,440 194,960 233,730 272,540 311,320

千葉市 120,800 152,080 187,660 223,240 258,840

東京都 143,240 180,820 223,240 265,670 308,130

横浜市 133,950 170,550 212,030 253,520 295,020

新潟市 117,790 153,690 190,180 226,690 263,200

富山市 128,515 164,737 199,067 233,420 267,783

金沢市 124,040 155,460 190,260 225,080 259,910

福井市 105,570 133,400 160,560 187,740 214,900

甲府市 122,630 150,910 181,130 211,390 241,650

長野市 109,160 140,540 172,640 204,750 236,860

岐阜市 111,680 141,430 176,770 212,160 247,530

静岡市 115,449 146,940 179,264 211,611 243,966

名古屋市 110,640 141,810 178,990 215,450 252,270

津市 91,570 115,550 144,220 172,910 201,580

大津市 129,890 166,690 215,320 263,980 312,660

京都市 146,050 178,410 207,920 237,440 266,980

大阪市 112,980 140,790 170,360 199,970 229,570

神戸市 102,160 127,980 158,140 188,330 218,530

奈良市 114,070 141,810 172,350 202,900 233,440

和歌山市 98,651 122,472 148,535 174,616 200,701

鳥取市 114,650 144,090 174,570 205,140 235,640

松江市 127,210 160,920 187,080 213,250 239,440

岡山市 127,670 157,810 186,550 215,330 244,110

広島市 121,945 159,199 193,030 226,880 260,744

山口市 103,827 132,140 164,318 196,520 228,727

徳島市 116,070 145,720 180,620 215,540 250,490

高松市 118,017 149,662 182,183 214,726 247,279

松山市 90,210 112,120 138,520 164,940 191,360

高知市 115,770 146,630 180,410 214,230 248,050

福岡市 125,200 158,020 189,230 220,430 251,660

佐賀市 106,080 136,330 173,060 209,780 246,550

長崎市 118,380 158,630 195,190 231,770 268,390

熊本市 135,264 171,762 214,157 256,617 299,010

大分市 111,910 142,090 175,990 209,910 243,850

宮崎市 107,880 137,970 168,250 197,590 227,420

鹿児島市 92,970 117,000 144,500 172,030 199,560

那覇市 122,090 151,420 181,130 210,850 240,590

資料出所：人事院（全国）、各都道府県人事委員会

［注］東京都は特別区および市町村を含む。

資料出所　労務行政研究所「物価と生計費資料」２０２５年版
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 1 

2025 年 7 月 18 日 

日本銀行青森支店 

 

県 内 金 融 経 済 概 況 

【全体感】 

県内の景気は、一部に弱い動きもみられるが、緩やかに回復している。 

最終需要の動向をみると、公共投資は、横ばい圏内で推移している。設備投資は、

高水準ながら、弱い動きがみられている。個人消費は、サービス消費を中心に、回復し

ている。住宅投資は、減少している。 

生産は、横ばい圏内で推移している。雇用・所得情勢は、全体としては改善している。 

 

【各  論】 

１．需要項目別動向 

公共投資は、横ばい圏内で推移している。 

公共工事の発注の動きを示す公共工事請負金額は、前年を上回っている。 

設備投資は、高水準ながら、弱い動きがみられている。 

６月短観（青森県）における 2025 年度の設備投資計画は、前年比減少となって

いる。 

個人消費は、サービス消費を中心に、回復している。 

スーパー、ドラッグストアは、底堅く推移している。コンビニエンスストアは、

横ばい圏内の動きとなっている。百貨店は、緩やかに減少している。ホームセン

ターは、弱含んでいる。家電販売、乗用車販売は、横ばい圏内の動きとなってい

る。サービス消費（観光含む）は、着実に増加している。 

住宅投資は、減少している。 

新設住宅着工戸数は、前年を下回っている。 

   

２．生産 

生産（鉱工業生産）は、横ばい圏内で推移している。 

主要業種別にみると、食料品は、横ばい圏内で推移している。電子部品・デバ

イスは、横ばい圏内で推移している。紙・パルプは、低水準で推移している。非鉄

金属は、横ばい圏内で推移している。業務用機械は、高水準で推移している。電

気機械は、高水準で推移している。鉄鋼は、低水準で推移している。窯業・土石

は、減少している。 
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３．雇用・所得動向 

雇用・所得情勢は、全体としては改善している。 

労働需給は、引き締まっている。名目雇用者所得は、緩やかに増加している。 

 

４．物価 

消費者物価（除く生鮮食品）は、前年を上回っている。 

 

５．企業倒産 

企業倒産は、増加基調にある。 

 

６．金融情勢 

預金動向をみると、前年を下回っている。 

貸出動向をみると、前年を下回っている。 

貸出約定平均金利（総合）をみると、前月に比べて上昇した。 

以  上  

本件に関するお問い合わせ先 
日本銀行青森支店総務課 
TEL：017-734-2154 
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1.経済指標 単位：％

2024/ 4-6

7-9

10-12

2025/ 1-3

4-6

2025/ 3

4

5

6

・  pは速報値、ｒは前回公表時から掲載計数を改訂したもの、ｂは定義替え等で時系列データが直前のデータと連続しない（以下同じ）。

・　出所元が四半期計数や前年比を公表していない指標は、当店で算出（以下同じ）。

・　工事費予定額は、建築着工統計における民間非居住用の工事費予定額。

・　商業動態統計販売額は、いずれも全店ベース。

単位：％

2024/ 4-6 r

7-9 r

10-12 r

2025/ 1-3 r r

4-6

2025/ 3 r

4 r

5

6

・  乗用車は、普通乗用と小型乗用の合計。

・　延べ宿泊者数は、従業者数10人以上の宿泊施設の延べ宿泊者数。

・　観光施設入込客数は、県内主要観光施設への入込客数。

単位：％、倍

2024/ 1-3

4-6

7-9

10-12

2025/ 1-3 r

2025/ 2 r

3 r r

4

5

・　鉱工業生産指数は、2020年を100とした速報値。

・　常用労働者数、現金給与総額は、事業所規模5人以上、2020年基準。

・　消費者物価指数は、2020年基準(青森市）。

1.77n.a. n.a. ─ 3.5

▲ 2.6

3.5 0.8 8.2 n.a. n.a.

3.3

16.0

n.a.

1.07

n.a. n.a. n.a.

n.a.

▲ 3.3

n.a.

n.a. n.a. n.a. n.a.

▲ 5.4

▲ 0.9

▲ 0.1

1.77

2.8

1.83

3.9 3.3

▲ 1.5 3.6

季調値

新規求人
倍率

1.12

37.7 16.2

厚生労働省

2.0

▲ 0.53.0

5.0

3.0

3.0

3.6

▲ 0.2

0.2

▲ 30.1

▲ 65.7

▲ 26.4

前年比

国土交通省

▲ 16.1

n.a.

現金給与
総額

n.a.

59.4

▲ 68.6

青森県

▲ 1.1

雇用・所得

東日本建設
業保証

8.0

3.3

完全
失業率

前年比実数

▲ 76.311.1

2.4

▲ 3.0

2.0

新車登録・届出台数前年比

190.9

n.a. n.a.

観光施設
入込客数
前年比

国土交通省

▲ 2.8

乗用車（含む軽乗用車）

▲ 9.1 ▲ 4.2

軽乗用車

▲ 3.4

観光庁
日本自動車販売協会連合会

青森県支部

2.9 n.a.

4.1 15.1

1.10▲ 4.2

1.77

1.82

1.80

青森県

3.8

▲ 1.5

資料出所

▲ 2.5

▲ 3.5

▲ 2.7

▲ 1.2

1.09

▲ 3.5

▲ 0.9

7.5

季調済

資料出所

生産

7.5

6.1

▲ 9.7

▲ 1.2

▲ 7.3

▲ 2.1

5.6

n.a.

7.3

n.a.n.a.

2.9

▲ 0.9 n.a.

2.1

n.a.

▲ 3.1

4.2 n.a.

0.0

▲ 2.3 2.6

n.a.

n.a.4.3

n.a.n.a.

4.8 1.9

貸　家

4.7

93.9

▲ 57.0

12.6

資料出所

▲ 6.0

14.0 12.7

▲ 5.0

県内主要金融経済指標

公共投資 設備投資 個人消費

公共工事
請負金額
前年比 百貨店

商業動態統計販売額前年比

コンビニエンス
ストア

スーパー

工事費
予定額
前年比

ホーム
センター

ドラッグ
ストア

家電大型
専門店

▲ 5.9 0.9▲ 6.5

2.1

1.8▲ 23.6

▲ 5.3

▲ 5.8

4.3

▲ 6.7 ▲ 4.2

▲ 38.1

24.6

▲ 56.6

4.0

▲ 9.3

4.5

33.2

▲ 3.2

0.9

1.9

季調値

7.6

3.4

n.a.

3.8

総務省

3.3

3.3

3.6

青森県

n.a. 3.6

0.0

5.9

▲ 0.8

総務省

2.8

2.2

2.9

2.7

2.9

3.0

3.0

4.8

常用
労働者数

除く生鮮食品

消費者物価指数前年比

物価

84.6

n.a.

n.a.

n.a.

2.5

2.9

5.3

▲ 2.7

4.9

4.3

▲ 13.2

n.a.

▲ 8.5

4.1

1.09▲ 2.1

1.11▲ 4.0

0.8

2.1 ▲ 1.9

有効求人
倍率

前月(期）比

1.14

1.7

前年比

8.8

原指数

鉱工業生産指数 

1.3

経済産業省

▲ 4.0

▲ 22.7

285.1

79.3

▲ 1.2▲ 13.1

個人消費

2.2

延べ
宿泊者数
前年比乗用車

3.3

2.5 31.5

2.0

0.8

13.2

1.08

20.2

9.1

▲ 31.6

住宅投資

新設住宅着工戸数前年比

5.7

▲ 2.8

1.07

1.69

2.8 3.3

0.1

4.6

1.86 ─

1.79

n.a.

持　家

─

─

10.8

17.6
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単位：件、億円

2024/

2025/

2025/

・  企業倒産は、負債額10百万円以上の企業を集計。

2.金融指標 単位：億円、％

2024/

2025/

2025/

・　実質預金、貸出は、青森県銀行協会社員銀行を含む県内主要金融機関の青森県内店舗を集計。

・　青森県銀行協会社員銀行は、全国銀行預金・貸出金速報と同じベースで、青森県内店舗分を集計。

・　青森県銀行協会社員銀行以外は、銀行勘定を集計（オフショア勘定を除く、貸出については中央政府向け貸出を含む）。

・　実質預金は、預金から切手手形を控除したもの。

単位：％ポイント、％

2024/

2025/
2025/

・　青森県内に営業店を有する主要金融機関分の貸出金利を貸出残高で加重平均したもの。

・　貸出金利・貸出残高は銀行勘定の円貸出のうち、当座貸越を除いたもの。

・　「長期」は約定時の貸出期間が1年以上の貸出もしくは証書貸付を、「短期」は約定時の貸出期間が1年未満の貸出もしくは

　手形貸付と割引手形との加重平均を、それぞれ集計。

31,582

0.003 0.002

─ ─
32,097 ▲ 1.1

1,196

403536 456

6

5 0.017 0.016 0.059

59,743

5 3

4-6 23 35

3

61

35

0.022
▲ 0.015

0.040

▲ 0.094

0.8

短期

0.053

▲ 0.091

383

資料出所

7

支払高

1,170

955 ─

青森県銀行協会、日本銀行青森支店

19

20

59,246

─

787
1,096

0.054
0.018

0.056

0.000

日本銀行青森支店

2503

29

─
─ ─

4-6

10-12
7-9

1-3
4-6

404

241

── ─

─

─

企業倒産

23

18

20
10-12

1-3

金額件数

7-9

4-6

資料出所

受入高

銀行券受払高

前年比

貸出

前年比月末残高

実質預金

月末残高受（▲）払超

18

─
─

─
1,530

─
─

─

─
─

2 0.004

資料出所 日本銀行青森支店
1.143月末水準 2.0201.126

13

1,603507

総合（ストックベース）

長期

194

0.021
0.004

7-9

1-3
4-6

10-12
1-3

390

282

0.170

1,934

0.018

140

973 527

27

358

東京商工リサーチ

0.049

貸出約定平均金利（月中＜期中＞変化幅）

4

4 100 458

445

3
4

0.038
0.016

0.040
0.019

▲ 0.091
0.170

59,555
59,769 1.5 31,661

0.6 ▲ 1.431,461

▲ 0.4 ▲ 0.9
▲ 1.1

5 5 5

5 88

▽県内企業短期経済観測調査 （資料出所：日本銀行青森支店）

・　設備投資額は、ｿﾌﾄｳｪｱ・研究開発を含む設備投資額（除く土地投資額）。

・　修正率は、前回調査時点の計数と今回調査時点の計数とを比較したもの。

・　2025年6月調査時点。

（修正率） （ 0.2 ） （ ▲ 1.2 ） （ 1.9 ）

（修正率） （ 5.6 ） （ 2.8 ） （ 9.7 ）

2025年度計画 ▲ 10.8 ▲ 17.6 ▲ 1.4

設備投資額前年比

全産業
（％）

製造業
（％）

非製造業
（％）

2024年度実績 2.9 23.7 ▲ 16.5

2025/3月 1 ▲ 16 10

（先行き） （ 4 ） （ ▲ 3 ） （ 8 ）
6月

▲ 3 17

12月 7 ▲ 11 17

3 ▲ 9 9

業況判断D.I.

全産業
（％ﾎﾟｲﾝﾄ）

製造業
（％ﾎﾟｲﾝﾄ）

非製造業
（％ﾎﾟｲﾝﾄ）

2024/9月 10
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 2025 年度青森地方最低賃金審議会への意見書 
 

青森県医療労働組合連合会 

書記長 工藤 詔隆 

 

医療・介護分野は政府の政策の影響を受ける公的産業であり、この間の①公的価格の抑制、②コ

ロナ禍による患者数減少、③慢性的な人員不足、④物価高騰への対応を余儀なくされるなど、医療・

介護提供体制を維持することが困難な状況に追い込まれています。こうしたなか、最近の報道で、

今年上半期の全国での医療機関の倒産件数が過去最多を記録したとの報道がありました。このまま

では事業存続危機に陥る施設が更に相次ぐのではないかと言われています。それは介護も同様で、

全国での倒産や事業閉鎖の件数は過去最多を記録、地域に介護事業所が全くない、あっても 1カ所

という自治体が増えています。 

医療・介護にかかる費用の半分以上は人件費です。経営難によるコストカットが優先されれば、

この人件費を下げる動きがこれまで以上に進みかねません。事実、昨年来の全産業的な賃上げ基調

のなか、私たち医療・介護・福祉職場は完全にこの流れから置き去りにされ、賃上げどころか賃下

げとなる実態が広がっています。2024 年度「 賃金構造基本統計調査」でも、看護師の所定内賃金は

全産業と比較して月額 13,200 円低く、介護職に至っては同 81,465 円も低くなっており、年収ベー

スでは数十～百万円以上の格差があります。結果として必要な人員を確保できず、先に触れた倒産

や事業閉鎖を招く負のスパイラルが続いています。こうした状況が続けば、必要な時に必要な医療

や介護が受けられない、暮らす場所によっていのちや健康に格差が生じる事態が現実のものとなっ

てしまいます。 

ご承知のように、医療・介護労働者は、国家資格を持ち、国が定める全国一律の診療報酬や介護

報酬制度の中で、安定的な医療・介護の供給体制を維持するために奮闘しています。しかし、地域

に根付いた産業である医療・介護職は、最低賃金の地域間格差の影響を直接受け、医療や介護職の

地域間賃金格差に直結しています。くわえて、いまの医療施設では 3割以上、介護施設では 5割以

上、在宅介護に関しては約 9割が非正規雇用であり、最低賃金の影響を大きく受ける労働者の割合

が年々増えています。また、全国一律の報酬体系でありながら、同じ資格で同じ仕事をしているの

に、実際には働く場所や地域によっての賃金格差は大きく存在し、その格差は地域最賃の格差とほ

ぼ比例しています。この格差が 8～9 万円以上になる実態も少なくなく、結果、貴重な人材の流出

が深刻な問題となっており、青森県も決して他人事ではありません。 

コロナ禍含め医療・介護従事者の労働実態や処遇への注目・関心の高まりから、政府はケア労働

者の賃上げの必要性を強調しました。しかし、現状は他産業との賃金格差は縮まるどころかさらに

広がっています。このような状況が長引くことで、そこで働く労働者の心身の疲弊も限界を超え、

看護現場では、 慢性疲労」8割、 仕事を辞めたい」8割に達し、離職者が増え、募集定員に満たな

い実態が続き悪化しています。現場の奮闘に見合わない低賃金状態を放置したままでは、慢性的な

人員不足を改善することはできません。なによりこの状態が続けば、医療や介護は選ばれない職業

となり、地域から病院、介護施設がなくなり、県民の要求に応える医療・看護・介護の提供は、い

っそう困難となってしまいます。 

貴重な人材の流出や離職に歯止めをかけ深刻な人手不足を解消するためにも、賃金水準の引き上

げは急務であり、そのことが医療・看護・介護の提供体制の改善にも直結します。また、全国で 900
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万人を超える医療・介護労働者の増員や処遇改善は、国民のいのちと健康のみならず、地域経済の

好循環にも結び付く効果が見込めます。誰もが安心して住み続けられる青森県をつくるため、地域

間格差の是正と大幅な最低賃金引き上げの即時実現を求めます。 

「2024 年度日本医労連賃金労働時間等実態調査」 
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２０２５年 ７月 ２３日  

青森県最低賃金審議会委員 各位 

全国福祉保育労働組合 青森支部 

執行委員長 三上 千幸 

 

最低賃金額の大幅引き上げを求める意見書 

 

 全国福祉保育労働組合 青森支部で執行委員長をしております三上と言います。 

この度はこのような機会をいただき感謝を申し上げるとともに、最低賃金引き上げ要求、改

善にご尽力いただいている事に敬意を表します。 

 

福祉保育労働組合青森支部は福祉職員で構成されている組合です。政府は２０２２年２

月から福祉職員に対する賃上げ施策を講じましたが、大半が手当の支給となっていて、規模

も対象も不十分なものでした。また、所定労働時間のほとんどは利用者に直接対応している

ため、記録・連絡などにかかわる事務仕事は、休憩中や時間外におこなわざるを得ないこと。

年次有給休暇も取りづらく、健康を維持しながら仕事と生活を両立させることができない

こと。利用者の安全・安心を保障して必要な支援を継続的におこなうためや、休憩・休暇を

取って働きつづけるためには、常勤の職員が足りない状況にありました。私たち福祉保育労

働組合は、全国の仲間とともに２０２２年秋から国会請願署名「福祉職員の大幅な賃金の引

き上げと増員を求めます」にとりくみ、２０２３年から国会請願署名「賃金と配置基準を引

き上げてください」２０２４年には、「福祉職員の最低賃金１５００円以上にしてくださ

い！職員配置基準を引き上げてください」に、そして今年は「人権を保障する福祉職員の賃

金と職員配置基準を引き上げてください」（別紙 2025 年「請願署名」参照）という国会請

願に取り組んできました。青森支部ではこれらの署名を組合に加盟していない弘前市内の

保育園を中心に、福祉保育労働組合と関りのある個人、団体に署名を送付し合計すると１０

００筆以上の協力を頂きました。その内保育園から返信があったのは６施設約６０筆。ここ

で注目してほしいのは、私たち青森支部に職場単位で加入している職場はないにも関わら

ず、組合とは関係なく、私たちの活動に共感し協力してくれた、同じ思いを抱いている人が

いるということです。 

 

福祉保育労働組合青森支部では、弘前市内の保育園、療育施設、児童養護施設、放課後等

ディサービスで働く２０代、４０代、６０代の方々と、職場の状況を把握するため懇談を持

ちました。２０代の声としては「手取り２０万あれば自宅で生活するにはいいかな」「奨学

金や、自動車のローン、家にお金を入れると貯金はできない」という声が聞かれました。手
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取り２０万もらうには職場で差はありますがあと３万～５万欲しいということでした。子

育て世代や親の介護が必要になる世代ではあと１０万あれば貯金もできるのかもというこ

とでした。自分の為に自由に使うお金がない、自分の老後がとにかく不安という声が多く聞

かれました。 

 

全国福祉保育労働組合では「福祉保育労２５春闘アンケート」で福祉労働者の生活実感を

調査しました。生活が「かなり苦しい」「やや苦しい」が過半数以上。「ゆとり」は約６パー

セント。世帯収入一人では約６割強が、生活を支える賃金には程遠い現状という結果となり、

単独で生活の維持が難しい賃金となっていることがわかりました。これらの調査からケア

労働者の賃金が労働と見合わず離職者が後を絶たず、募集をしても人が来ないというのが

わかる結果となります。 

 

 

こうした状況から保育現場では人手不足解消に簡単な講習で保育資格を有しない保育支

援員を雇っている保育園も増えていると聞いています。しかし、保育士ではないため、保育

支援員１人の状態で子どもと過ごさせるわけにはいきません。指導案などの事務仕事も支

援員には任せられないため、代替え要員にはならず、人手不足解消の根本的な解決にはなっ

ていません。複数休みの職員がいると園ではクラスを合同にして対応せざるを得ないため、

一人ひとりと向き合い、安心安全な環境の中で発達を促したくても、毎日怪我無く親の元へ

帰す事で精いっぱいとなっています。女性が多い職場ですので、結婚後子育てや家庭と両立

に不安を抱えている人が多く、多忙な業務と持ち帰りの仕事、命と向き合う責任感の重圧か

らせっかくキャリアを積んでも辞めていきます。専門性を持った支援や保育を行うために

はキャリアを積む必要があります。キャリアの差から未来を担う子どもたちの環境が危機

的状態といっても過言ではないでしょう。 
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介護の必要な老人や家庭環境に問題がある家庭もあり、介護や養護施設を利用したいと

いうニーズは増えていますが、人手が足りず受け入れができない施設も増えています。収入

だけを考え契約すると職員の負担が増え事故につながりかねません。事故にならない様に

職員は一日中気を張って業務に従事することとなります。勤めている方の話では、夜勤をや

ればそれなりに暮らせるというのは聞かれますが、夜勤ができるのは肉体的にも、年齢的に

も限りがあります。子どもが小さければ続けるのも難しいと思います。 

また近年養育施設の現場では、早期療育という言葉や幼少連携の教育といったことから、

気になる子の段階からの支援が言われ始めています。青森県内でも施設は増えていますが、

人手不足から契約できず待機している児童が多く、必要な人に必要な支援がいかないのも

現状です。 

 

異常な物価高騰もおさまる気配がありませ

ん。このようななかで、子どもたちや高齢者、

障害者、その家族の生活と人権を支えている

福祉職員の賃金は、国の調査でも全産業平均

に比べて月額８万円も低い状況です。国の処

遇改善策によって、段階的に改善されてきた

ものの、他産業での賃上げの動きに追いつか

ず、格差がまた広がってきています。今の賃金

では人手が増えません。人手が増えなければ

保育や療育、介護をしてあげることもできません。家庭でその負担を担ってもらうことにな

りかねません。そうなれば、保護者の就労時間に制限がかかり、青森県の経済は停滞してい

くのではないでしょうか。 

 

保育園の収入は公定価格からの算出、介護、障がい関係は利用している人からの利用料や

報酬加算を人件費にあてる仕組みになっています。そのため、公定価格の引き上げや介護報

酬の制度を見直してもらう必要もありますが、まずは、法令にもとづき「これを下回っては

ならない」という強制力がともなう最低賃金を引き上げが必要と考えます。こうした賃金の

底上げが、県外流出を防ぎ、人手を確保しケア労働者も、ケアされる人も笑顔で安心して過

ごせる環境の青森県になると信じます。 

私たちは、物価高騰が続く中でも生活が安定しているという気持ちに繋がるよう最低賃

金の引き上げを実現していただきたいと思います。 

49



50



員不足でトイレ介助
の手も足りない状況

なので、障害者の支援がき
ちんとできる職員数に増や
してほしい。他の職員に申
し訳なさを感じることなく、
休憩や有休を取り、リフレッ
シュできる働き方にしたい。

職

対1で丁寧にかかわりたい子どもが
多いが、今の職員数では対応しき

れず、申し訳なく思っている。「ちょっと待っ
てね」と言うことが多くて、これで保育士
の仕事をしていると言えるのかと悩む。

１ 価も上がり、これから子
育てがはじまるが、賃金

が安く自分の生活で精一杯。
保育士の仕事量に見合った賃
金や労働環境を整えてほしい。

物
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人権を保障する福祉職員の
賃金と職員配置基準を引き上げてください

　福祉職場の多くは、慢性的な職員不足に陥っています。「人が人を支える」福祉職場において職員不足は、利用者と職員双方の
人権を侵害する原因となっています。「１人の職員が対応する利用者や子どもの人数が多く、目が行き届かない」「午睡中の呼吸
チェックができない」「食事介助中に喉につまらせる」「排泄介助やオムツ交換に時間がかかる」「入浴介助者がいないので、お風呂
に入れてあげられない」「ワンオペ夜勤で転倒・転落がおきてしまう」など、利用者や子どもの安全確保と人権保障が困難な状況に
なっています。
　働く環境は、「休憩がとれない」「有給休暇がとれない」「不払残業や持ち帰り残業がある」など労働基準法が守られていません。
「仕事と子育て・家事の両立ができない」ほど、長時間過密労働になっています。また、政府は処遇改善策を講じてきたというもの
の、福祉職員の賃金水準は国の調査でも、全産業平均より月額７～８万円も低く、いのちを預かり、人権を守る仕事をしているにも
かかわらず、社会的地位は低いままです。多くの職員は誇りとやりがいを持って仕事をしていますが、長く働くことに不安を抱えて
います。
　この状況を改善するためには、法令にもとづき「これを下回ってはならない」という強制力がともなう最低賃金を、全国一律でい
ますぐ1500円以上にすることが必要です。さらに労働時間の短縮をはかるためには1700円以上が必要です。福祉分野は、政府
が公的価格を引き上げることで、事業所に人件費を保障すれば、全国一律最低賃金制度の実現を待たずに賃金水準を上げること
ができます。
　利用者も、職員も、その家族も、個人として尊重され、誰もが犠牲にならない権利が保障されるべきです。憲法２５条にもとづい
て、国の責任で国民の権利を保障するために、以下の項目の一刻も早い実現を求めます。

１． 地域・雇用形態・労働時間に関係なく、すべての福祉職員に時間単価1700円以上、フル
タイムで年収３００万円以上の賃金を保障する制度をつくってください。

２． 利用者の処遇向上と、福祉職員の休憩・休暇・事務時間が保障できるように、職員配置基
準を引き上げ、常勤職員を増やしてください。

衆議院議長 殿
参議院議長 殿

≪２０２4年秋～２０２5年春署名≫

＊この署名用紙は厳重に保管し、国会に提出します。請願以外の目的に個人情報が使用されることはありません。

氏　　　　名 住　　　　所　（「同上」や「〃」は使わないでください）

都 道
府 県

都 道
府 県

都 道
府 県

都 道
府 県

都 道
府 県

〒111-0051東京都台東区蔵前4-6-8 サニープレイスビル5F-A
TEL 03（5687）2901　FAX 03（5687）2903
メール mail@fukuho.org 　URL https://www.fukuho.info/

全国福祉保育労働組合（福祉保育労）

請願趣旨

請願項目

紹介議員
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意見陳述書  
 

2025 年 7 月 23 日  

生協労連生活協同組合コープあおもり労働組合  

   書記長  小田桐  幸子  
 

生協労連生活協同組合コープあおもり労働組合で書記長をしています小田桐

と申します。  

昨年、最低賃金が 55 円上がり、秋の最低賃金の改定適用時に、私の働く職

場のパートさん（定時職員）は、時給が最低賃金を下回ることから、春を待た

ずにその時点で時給が５円上がりました。一時金を時給に組み込んでいるパー

トさん（定時職員）のところは６円上がりました。正規職員のところは、秋の

段階では変わりませんでした。ですが、パートさんの昨年の冬を少し温めてく

ださった事に感謝しています。  

昨年の冬は、正月に災害級の雪が降りました。豪雪災害対策本部が設置され、

落ち着くまで大変だった記憶があります。青森の冬は厳しい寒さと積雪とで大

変ですが、他の方はそうではないのかなと思いますが、その厳しい冬に、昨年

は灯油代が高すぎて、以前は当たり前にように灯油のストーブで暖をとってい

ましたが、今は節約するようになりました。自分の中の「普通の暮らし」が以

前より下がってきていると感じています。家計の収入源がいくつあるのか、誰

がどの程度受け持っているのかで変わると思いますが、私自分の実感としては、

必要不可欠なものでも節約できないかを考えるようになった、そういったもの

になります。循環させて暖めている家の場合、灯油代は月５万以上かかると聞

いています。本当に高いなと思います。秋の最低賃金は、冬の暮らしにもかか

ってきますし、１年間、そこが基準となるので、生活に困らない最低賃金にな

っていただきたいと願っています。  

 

組合には、以下の声が寄せられています。  

・もっと上げて欲しいです。やる業務がどんどん増え、それでも残業になら

ないよう必死に仕事しています。  

・光熱費も上がり、物価も上がり、税金も上がり、生活がどんどん苦しくな

ってきています。日頃出来ない贅沢をしたいです。我慢している買物もし

たいです。  

・物価高で車の維持費等にお金がかかるのでもっと欲しいです。  

・ガソリンが値上がりしている中、車の土日の使用を最低限にして使わず、

通勤にだけ使っている状況です。  

・もう少し欲しいです！生活が大変です。お盆位美味しいものが食べたい。  

・物価高で生活が厳しいのでもっと上げてほしいです。  

・物価高に対応出来ないです。生活が苦しい。  

 

実質賃金がプラスにならないと、労働者の生活実感は上がっていかないとい

う事を感じます。物価も上昇せず税金も上がる事はなく下がる状況であれば…

と思いますが、引かれるものが増えていく話しか目に入ってきません。私たち

の暮らしを変えるには最低賃金を上げていただくのが一番有効です。以前のよ

うに、「普通に暮らせる」最低賃金をご検討いただきたいです。  

以上  
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青森県最低賃金改定に係る陳述書 

 

２０２５年７月２３日           

青森県地域一般労働組合執行委員 竹浪協子 

 

 青森県地域一般労働組合（通称ひだまりユニオン）は、“誰でも、ひとりでも、いつで

も入れる”ことを特徴とした労働組合です。突然解雇されたとか、一方的な賃下げを言い

渡されたとか、酷いパワハラに遭ったとか、働いていると様々な問題が突然降りかかるこ

とがありますが、事態に対応すべく労使交渉したいと思っても職場に労働組合がなければ

団交を申し入れることができないので、そんな時、“誰でも、ひとりでも、いつでも入れ

る”ひだまりユニオンに入って、一緒に交渉するという、それを最も重要な任務としてい

る労働組合です。組織の性質上、組合員には非正規労働者が多いです。非正規労働者の雇

用条件は概してよくありませんので、時給は最低賃金に近い場合が大半です。しかも、非

正規労働者は労働単価が低いので、ダブルワーク、トリプルワークをしている人もいま

す。ダブルワークは、労働時間が長くなりがちだったり、労働密度が上がったりしがちで

大変疲れます。 

 ひだまりユニオンでは、“25 春闘・わたしの要求アンケート”を行いました。アンケー

トでは「物価は高くなっているのに給料は最低賃金。家族 3人で生活するのはとても辛

い」「児童扶養手当は最低賃金が上がったおかげで減額となり、非課税世帯もわずかなと

ころで非対象とされてしまい給付金がもらえなくなった」という記述がありました。この

人の給料は月額 145,340 円、時給にすれば 953円の最低賃金そのものです。「主人が亡く

なり、主人の母の生活費を全て負担しているためお金が足りない。どうしたらいいかわか

りません」という記述もありました。この人は、「困っていることは何か？」という設問

に「物価高、お米が買えない」と書いています。 

 2025 年 7月には、新たに 2105 項目が値上げされます。6月末までに判明している 2025

年度中の値上げ品目数は、既に値上げした分も含め 1万 8697 項目になります。（日経

2025.6.30 付）総務省が発表する「消費者物価指数」2025 年 6月分は、総合指数で 2020

年を 100 として 111.7、前年同月比で 3.3%上昇となっています。スーパーで買い物し、

「少ししか買ってないのに会計が￥3,000 を超す」「たいしたものを買ったという認識がな

いために、思わずレシートを見直す」というほど物は値上がりしています。 

 2024 年の最低賃金審議会専門委員会に提出された資料の中にある、労務行政研究所が出

した「物価と生計費資料 2024 年度版」に青森市に居住する 1人暮らしの世帯の生計費が

記載されています。青森市に居住する 1人暮らしの世帯の生計費（食料費、住居関係費、

被服・履物費、雑費Ⅰ、雑費Ⅱ）は￥121,030 です。（雑費Ⅰ：保健医療・交通通信、教
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育、教育娯楽。雑費Ⅱ：その他の支出（諸雑費、小遣い、交際費、仕送り金）項目別生計

費で青森市に居住する 1人世帯の食料費は、￥33,590（2023 年 4 月）で、コロナが始まっ

た年である 2019 年に比べ、￥8,760 も値上がりしています。わずか 5年間のうちに、20～

26%食料費がかさんでいます。最賃に近い所得しかなければ高いものは買いません。しか

し食料は買うのです。2023 年 4 月の 1人暮らし世帯、青森市在住の生計費￥121,030 は、

全国主要都市と比較すると 23番目でちょうど真ん中あたりです。最低賃金は、最下位か

ら 2番目くらいですが、生活するのに必要な経費は、全国で真ん中くらい必要だというこ

とでは、青森市で生活するのは、他よりも大変だとわかります。 

 青森市に居住する 1人暮らし世帯の 2023 年 4 月の食料費￥33,590 は、4月ですので 30

で割ると 1日￥1,119 です。1日 3食として 3で割ると￥373、1 日 2 食として 2で割ると

￥559 です。何を食べたのかな？焼酎を買ったら他のものが買えないなと思わずにはいら

れません。 

 アンケートには「手取り約 12 万。シングルマザーです。養育費はもらえず、毎月ぎり

ぎりの生活。この先不安しかない」「不安のあまり胸が潰れそうで何かできる気がしな

い」という回答があり、胸が痛みました。 

「不安」ということについては、数値化しにくいのですが、最低賃金のことを考える時

は、どうしても考慮に入れてほしいと思うことです。ギリギリの生活に直面すると「不安

のあまり胸が潰れそうで何かできる気がしない」ということについて、本当にそうだろう

なと思うからです。こうなったらどうしようと考えると、心的には本当にそうなった場合

と同じ負担がかかると言われており、そのような場合脳がどれほど疲れるかという論文も

あるそうです。 

青森県の非正規雇用の比率は 35.7%です。女性はどの年齢においてもパートの雇用が多

いです。シングルマザーで非正規雇用、独身で非正規雇用の割合が著しく高いというわけ

でなくても、ギリギリの状態で働いている女性たちがいて、その人たちは今この瞬間も不

安につぶされそうになっていることを訴えたいと思います。非正規雇用の時給は、最低賃

金より少し上くらいに設定される場合が多く、2024年は春闘の回答も人勧も大きく引き上

げられたのに最低賃金は 54 円上がっただけです。8時間働いて 432 円上がるだけでは、軒

並み高くなっているものを買うことができません。最低賃金も物価高騰に見合った額分引

き上げるよう答申してください。 

組合活動をしていると、組合に入っている人は恵まれていると思うことがあります。本

当に困っている人は集会に出る余裕もないのです。私達が用意した物価高騰アンケートに

「不安のあまり胸がつぶれそうです」と書いてきた人の後ろに、胸がつぶれそうと言う余

裕もない、たくさんの人がいると思います。 

 最低賃金審議会の委員の皆さまにおかれましては、生活が改善できたと実感できる最低

賃金となるようご審議いただきますようお願い申し上げます。 

以上 
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